（計量に関する実務証明願い（書）に添付する様式の例）
計量行政審議会の認定申請に係る計量に関する実務の証明書

　　　　　　　　　　　（ふりがな）
１．申請者　　　　　　氏　　名
　　　　　　　　　　　生年月日
２．従事した事業所等
所在地
勤務先名
事業登録等
３．実務期間　

計量に関する実務期間合計　　　　　　　　年　　　ヶ月
年　　月　　日　～      年　　月　　日（　　年　　ヶ月）
年　　月　　日　～　　　年　　月　　日（　　年　　ヶ月）
　　上記のうち質量計に関する実務期間　　　　年　　　ヶ月（※一般計量士のみ記載して下さい）
年　　月　　日　～　　　年　　月　　日（　　年　　ヶ月）
４．実務内容
	該当基準
	実務の内容
	従事期間

	
	
	


　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　

以上のとおり相違ないことを証明します。
　　　　　年　　月　　日
事業所名

事業所の責任者（代表者）　　　　　　　　印
備考
１　用紙の大きさは、日本工業規格A4とする。
２　実務の証明書には使用した特定計量器、具体的な業務内容及び業務に従事した期間を記載してください。

３　計量管理の業務は、分析・測定業務のみでは認められません。計量器の整備などの業務についても記載してください。

３．実務期間
　①　計量に関する実務期間合計　　　　　５年１ヶ月
　　　昭和５７年　５月　１日　～　昭和６０年　３月３１日（２年１１ヶ月）
　　　平成　９年１１月１５日　～　平成１２年　６月２５日（２年　７ヶ月）
   
　②　①のうち質量計に関する実務期間　　２年２ヶ月（※一般計量士のみ記入）
　　　平成　９年１１月１５日　～　平成１２年　６月２５日（２年　７ヶ月）
４．実務内容

	該当基準
	実務の内容
	従事期間

	計量管理の実務
別表第二 第二項のイ

	・・・


	昭和５７年　５月　１日 ～
昭和６０年　３月３１日
（２年１１ヶ月）

	計量管理及び計量管理
の指導の実務

別表第二 第二項のイ

	・・・
	平成　９年１１月１５日 ～　

平成１２年　６月２５日

（２年　７ヶ月）



該当基準は、下記の表のうち該当するものを記載してください。

	環境計量士に関する実務の基準（従事している期間は２年以上）

別表第一　第二項イ　計量管理、計量管理の指導の実務
　　　　　　　　ハ　計量士の補助者としての計量管理、計量管理の指導の実務
　　　　　第三項　　計量器の製造または修理に関する技術者としての実務

	一般計量士に関する実務の基準（従事している期間は５年以上（質量に関する実務２年以上））

別表第二　第二項イ　計量管理、計量管理の指導の実務

　　　　　　　　ハ　計量士の補助者としての計量管理、計量管理の指導の実務

　　　　　第三項　　計量器の製造または修理に関する技術者としての実務


（例１）


ただし、平成１０年９月から平成１０年１２月までと、平成１１年１月１４日から平成１１年３月５日までの計量教習所入所期間の５ヶ月は除いている。





記　入　例


(実務期間および実務内容)





（例１）もしくは（例２）のように、計量教習期間が除かれていることがわかる旨のただし書きを記載してください。


※記入例は、一般計量士の申請の場合としていますが、環境計量士（濃度関係、騒音・振動関係）の場合も同様に計量教習期間が除かれていることがわかる旨のただし書きを記載してください。





（例２）


ただし、計量教習期間を除く。





該当基準に適合する内容について、計量管理、製造または修理を行った計量器の種類など具体的な内容を詳細に記載してください。








